
（別紙様式2）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びにその所属する部

局の名称及び所在地
契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所 法人番号

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由（企画
競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備考

伏木富山港（伏木・富山地区）みなとカメラ検討業務
設定しない
令和６年６月１７日～令和７年２月２８日
建設コンサルタント等

分任支出負担行為担当官
伏木富山港湾事務所長　樋口　豊志
富山市牛島新町１１－３

令和6年6月17日
公益社団法人日本港湾協会
東京都港区赤坂三丁目３番５号

7010405000967

会計法第２９条の３第４項

　本業務は、伏木富山港の伏木地区及び富山地区のみ
なとカメラの新設を目的として、みなとカメラの配置、機
器仕様、付帯設備等の検討を行うものである。　みなと
カメラは、港湾等における直轄工事の施工管理は元よ
り、国有財産の管理や利用状況の確認、災害時におけ
るリアルタイムな状況把握等に幅広く活用するものであ
り、みなとカメラの配置検討については、事業計画及び
港湾計画等を踏まえた視認対象施設、監視内容の設定
など高度な技術を要すること、また、みなとカメラの設置
目的に必要な性能・機能に合致した機器仕様、経済性、
調達性及び耐久性等を総合的に勘案した機器仕様の
検討といった専門的な知識を有することから簡易公募型
プロポーザル方式により受注者を選定するものである。
当該方式実施に伴い事前に配置予定管理技術者の経
験及び能力、実施方針等及び特定テーマに対する技術
提案を受け付けたところ、総合的に優れた提案を行った
者として公益社団法人日本港湾協会が特定されたとこ
ろである。　よって、会計法第２９条の３第４項に基づき、
同法人と随意契約するものである。

29,414,000 28,710,000 97.61% -

伏木富山港被災施設復旧検討業務
高岡市伏木万葉ふ頭、射水市越の潟町地内、射水
市海竜町地内
令和６年４月５日～令和６年７月３１日
建設コンサルタント等

分任支出負担行為担当官
伏木富山港湾事務所長　樋口　豊志
富山市牛島新町１１－３

令和6年6月26日
日本シビックコンサルタント株式会社
大阪支店
大阪市北区西天満１丁目２番５号

1011501008075

会計法第２９条の３第４項

本業務は、被災箇所の早期復旧を目的としており、緊急
の必要により競争に付することができないため、会計法
第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号によ
り、契約を締結するものである。
契約の相手方となる日本シビックコンサルタント株式会
社大阪支店は、一般社団法人港湾空港技術コンサルタ
ンツ協会の会員であり、同協会から「災害発生時におけ
る緊急的な応急対策業務に関する包括的協定書」（以
下、「協定書」という。）に基づき、資機材等情報の報告
を受け、対応可能な会員として特定したものである。
特定にあたっては、当該相手方は迅速な体制確保が可
能であり、早期復旧の目的が達成できると判断し、協定
書第５条第１項により、契約の相手方としたものである。

25,597,000 25,300,000 98.84% -

伏木富山港被災施設復旧設計業務
設定しない
令和６年４月５日～令和６年１０月１６日
建設コンサルタント等

分任支出負担行為担当官
伏木富山港湾事務所長　樋口　豊志
富山市牛島新町１１－３

令和6年7月24日
株式会社エコー　北陸事務所
新潟市中央区東大通２－１－２０

2010501016723

会計法第２９条の３第４項

本業務は、被災箇所の早期復旧を目的としており、緊急
の必要により競争に付することができないため、会計法
第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３号によ
り、契約を締結するものである。
契約の相手方となる株式会社エコー北陸事務所は、一
般社団法人港湾空港技術コンサルタンツ協会の会員で
あり、同協会から「災害発生時における緊急的な応急
対策業務に関する包括的協定書」（以下、「協定書」とい
う。）に基づき、資機材等情報の報告を受け、対応可能
な会員として特定したものである。
特定にあたっては、当該相手方は迅速な体制確保が可
能であり、早期復旧の目的が達成できると判断し、協定
書第５条第１項により、契約の相手方としたものである。

30,492,000 30,360,000 99.57% -

（注2）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

（注1） 公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。
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